
   〇東広島市障害者の意思疎通手段の確保等に関する条例 

平成31年2月28日 

条例第2号 

 （目的） 

第１条 この条例は、障害者の意思疎通手段についての選択の機会の確保及び情報

の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大（以下「意思疎通手段

の確保等」という。）について基本理念を定め、並びに市、市民及び事業者の責

務を明らかにするとともに、意思疎通手段の確保等に関する市の施策の基本とな

る事項を定め、もって障害者が安全にかつ安心して生活を営むことができる地域

社会の実現に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「障害者」とは、身体障害、知的障害、精神障害（発達

障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある

者であって、障害及び社会的な障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当

な制限を受ける状態にあるものをいう。 

２ この条例において「意思疎通手段」とは、手話（音声による言語に対応する手

話その他のものを含む。）、点字、代筆、文字の拡大その他障害者が行う情報の

取得、意思の表示又は他人との意思疎通を補助し、又は代替する方法、用具、機

器その他のものをいう。 

 （基本理念） 

第３条 意思疎通手段の確保等は、次に掲げる事項を旨として行われなければなら

ない。 

(1) 全ての者が障害の有無にかかわらず必要に応じて情報を取得することがで

き、かつ、円滑に意思疎通を行うことができる社会環境の整備が図られるこ

と。 

(2) 障害者及びその他の者が互いの人格及び個性を尊重し、必要な配慮が的確に

なされること。 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

障害の特性に応じた意思疎通手段の確保等に関する施策を実施する責務を有す



る。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、意思疎通手段の確保等に関する市の施策に協力するよう努めるも

のとする。 

 （事業者の責務） 

第６条 商業、工業、金融業、医療その他の事業を行う者は、意思疎通手段の確保

等に関する市の施策に協力するよう努めるとともに、障害者が障害の特性に応じ

た意思疎通手段を利用することができるようにするための合理的な配慮を行うよ

う努めるものとする。 

 （推進方針） 

第７条 市は、意思疎通手段の確保等に関する施策を推進するための方針（以下「

推進方針」という。）を策定しなければならない。 

２ 推進方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 意思疎通手段の確保等のための環境の整備に関する事項 

 (2) 意思疎通を図ることに支障がある障害者に対する意思疎通の支援又は補助を

行う者（以下「支援者」という。）の確保及び養成に関する事項 

 (3) 意思疎通を図ることに支障がある障害者に対する合理的な配慮の実施の推進

に関する事項 

 (4) 災害が発生し、又はそのおそれがある場合における障害者の情報の取得に関

する事項 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

３ 市は、推進方針を策定しようとするときは、あらかじめ、附属機関の設置に関

する条例（昭和５０年東広島市条例第３４号）別表に規定する東広島市障害者計

画等審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 推進方針は、障害者の福祉に関し市が定める他の計画との整合性の確保が図ら

れたものでなければならない。 

５ 市は、推進方針に定める施策の推進に当たっては、障害者、支援者その他の関

係者の意見を聴き、その意見を尊重するよう努めるものとする。 

６ 第３項の規定は、推進方針の変更について準用する。 

   附 則 



 この条例は、平成31年4月1日から施行する。 

 


